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1. 2021年3月期第2四半期の連結業績（2020年4月1日～2020年9月30日）

(1) 連結経営成績（累計） （％表示は、対前年同四半期増減率）

売上高 営業利益 経常利益
親会社株主に帰属する四

半期純利益
百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％

2021年3月期第2四半期 521 ― △133 ― △105 ― △110 ―

2020年3月期第2四半期 ― ― ― ― ― ― ― ―

（注）包括利益 2021年3月期第2四半期　　△110百万円 （―％） 2020年3月期第2四半期　　―百万円 （―％）

1株当たり四半期純利益
潜在株式調整後1株当たり四半期

純利益
円 銭 円 銭

2021年3月期第2四半期 △1.10 ―

2020年3月期第2四半期 ― ―

（注）2021年３月期 第１四半期より四半期連結財務諸表を作成しているため、2020年３月期 第２四半期の数値及び対前年同四半期増減率は記載しておりま

　　 せん。

(2) 連結財政状態

総資産 純資産 自己資本比率
百万円 百万円 ％

2021年3月期第2四半期 2,158 1,953 90.5

2020年3月期 ― ― ―

（参考）自己資本 2021年3月期第2四半期 1,953百万円 2020年3月期 ―百万円

（注）2021年３月期第１四半期より四半期連結財務諸表を作成しているため、2020年３月期第２四半期の数値は記載しておりません。

2. 配当の状況

年間配当金

第1四半期末 第2四半期末 第3四半期末 期末 合計
円 銭 円 銭 円 銭 円 銭 円 銭

2020年3月期 ― 0.00 ― 0.00 0.00

2021年3月期 ― 0.00

2021年3月期（予想） ― 0.00 0.00

（注）直近に公表されている配当予想からの修正の有無 ： 無

3. 2021年 3月期の連結業績予想（2020年 4月 1日～2021年 3月31日）

（％表示は、対前期増減率）

売上高 営業利益 経常利益
親会社株主に帰属する

当期純利益
1株当たり当期

純利益
百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 円 銭

通期 1,200 ― △230 ― △230 ― △220 ― △2.19

（注）直近に公表されている業績予想からの修正の有無 ： 無

（注）１．2021年３月期第１四半期より四半期連結財務諸表を作成しているため、対前年増減率は記載しておりません。

　　　２．当予想は、今後の新型コロナウイルス感染症の拡大の程度や収束の時期などにより、大きく変動する可能性があります。開示すべき重要な事項が発生
した場合には、すみやかに業績への影響をお知らせいたします。



※ 注記事項

(1) 当四半期連結累計期間における重要な子会社の異動（連結範囲の変更を伴う特定子会社の異動） ： 有

新規 1 社 （社名） 株式会社なごみ設計 、 除外 ― 社 （社名）

(2) 四半期連結財務諸表の作成に特有の会計処理の適用 ： 無

(3) 会計方針の変更・会計上の見積りの変更・修正再表示

① 会計基準等の改正に伴う会計方針の変更 ： 無

② ①以外の会計方針の変更 ： 無

③ 会計上の見積りの変更 ： 無

④ 修正再表示 ： 無

(4) 発行済株式数（普通株式）

① 期末発行済株式数（自己株式を含む） 2021年3月期2Q 100,593,749 株 2020年3月期 100,593,749 株

② 期末自己株式数 2021年3月期2Q 1,645 株 2020年3月期 1,495 株

③ 期中平均株式数（四半期累計） 2021年3月期2Q 100,592,218 株 2020年3月期2Q 100,592,715 株

※ 四半期決算短信は公認会計士又は監査法人の四半期レビューの対象外です

※ 業績予想の適切な利用に関する説明、その他特記事項

本資料に掲載されている業績見通し等の将来に関する記述は、当社が現在入手している情報及び合理的であると判断する一定の前提に基づいており、その達
成を当社として約束する趣旨のものではありません。また、実際の業績等は様々な要因により大きく異なる可能性があります。業績予想の前提となる条件およ
び業績予想のご利用にあたっての注意事項等については、添付資料P-３「１．当四半期決算に関する定性的情報（３）連結業績予想などの将来予測情報に関す
る説明」をご覧ください。
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１．当四半期決算に関する定性的情報

（１）経営成績に関する説明

　 当第２四半期連結累計期間におけるわが国経済は、国内外で拡大する新型コロナウイルス感染症の影響が継

　 続しているため、その収束は依然として見通せない状況にあり、景気の先行きは不透明な状況が続いておりま

　 す。

　 このような状況の下、当第２四半期連結累計期間の当社グループの業績につきましては、売上高５億21百万

　 円、営業損失１億33百万円、経常損失１億５百万円、親会社株主に帰属する四半期純損失１億10百万円となり

　 ました。

　 なお、当グループは第１四半期連結会計期間より、四半期連結財務諸表を作成しておりますので、前年同四

　 半期との比較分析は行なっておりません。

　 セグメントの業績は次のとおりであります。

　 （ニッケル事業）

　 前年同期に比べ販売数量が減少したことにより、売上高は２億46百万円（前年同四半期２億82百万円 12.8％

　 減）となりました。

　 （不動産事業）

　 販売用不動産の売却収入等があり、売上高は１億７百万円(前年同四半期11百万円 826.2％増)となりました。

　 （教育事業）

　 教育事業は前期で終了し、ＦＣのロイヤルティの計上のみで、売上高は３百万円(前年同四半期９百万円 63.4

％減)となりました。

　 （リフォーム関連事業）

　 新型コロナウイルスの影響もあり、売上高は１億64百万円となりました。

　 本年４月に事業を取得のため、前年との比較はありません。

（２）財政状態に関する説明

　 資産、負債及び純資産の状況

　 （資産）

当第２四半期連結会計期間末の資産につきましては、流動資産は19億60百万円となり、主な内容は現金及

　 び預金８億28百万円、商品及び製品７億55百万円であります。

　 固定資産は１億98百万円となり、主な内容は営業権（のれん）93百万円であります。

　 （負債）

　 当第２半期連結会計期間末の負債につきましては、流動負債は１億24百万円となり、主な内容は支払手形

　 及び買掛金41百万円、未払法人税等34百万円であります。

　 固定負債は80百万円であります。

　 （純資産）

　 当第２四半期連結会計期間末の純資産につきましては、19億53百万円となり、主な内容は利益剰余金の減少

　 によるものであります。
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　 キャッシュ・フローの状況

　 当第２四半期連結累計期間における現金及び現金同等品（以下「資金」という）の四半期末残高は、８億13

　 百万円となりました。

　 （営業活動によるキャッシュ・フロー）

　 当第２四半期連結累計期間における営業活動により減少した資金は、54百万円となりました。

これは主に、税金等調整前四半期純損失１億7百万円、仕入債務の減少１億17百万円、たな卸資産の減少１

　 億75百万円等によるものであります。

　 （投資活動によるキャッシュ・フロー）

　 当第２四半期連結累計期間における投資活動により減少した資金は、39百万円となりました。

これは主に、連結の範囲の変更を伴う子会社株式の取得による支出70百万円等によるものであります。

（財務活動によるキャッシュ・フロー）

　 当第２四半期連結累計期間における財務活動により減少した資金は、0.09百万円となりました。

　 これは主に、配当金の支払いによるものであります。

（３）連結業績予想などの将来予測情報に関する説明

　 2021年３月期の通期連結業績予想につきましては、新型コロナウイルス感染症の収束時期や経済活動の回復見

　 通しが不透明であることから、2020年８月14日に公表いたしました通期連結業績予想に変更はございません。
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２．四半期連結財務諸表及び主な注記

（１）四半期連結貸借対照表

(単位：千円)

当第２四半期連結会計期間
(2020年９月30日)

資産の部

流動資産

現金及び預金 828,698

受取手形及び売掛金 180,965

有価証券 137,227

商品及び製品 755,527

仕掛品 9,443

その他 51,561

貸倒引当金 △2,797

流動資産合計 1,960,626

固定資産

有形固定資産 6,303

無形固定資産

のれん 93,042

無形固定資産合計 93,042

投資その他の資産

その他 143,719

貸倒引当金 △44,696

投資その他の資産合計 99,022

固定資産合計 198,369

資産合計 2,158,996

負債の部

流動負債

支払手形及び買掛金 41,230

短期借入金 3,000

未払法人税等 34,404

賞与引当金 2,045

その他 43,819

流動負債合計 124,499

固定負債

役員退職慰労引当金 62,400

退職給付に係る負債 14,685

資産除去債務 1,622

その他 1,853

固定負債合計 80,562

負債合計 205,062
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(単位：千円)

当第２四半期連結会計期間
(2020年９月30日)

純資産の部

株主資本

資本金 1,500,000

資本剰余金 821,313

利益剰余金 △367,412

自己株式 △88

株主資本合計 1,953,812

その他の包括利益累計額

その他有価証券評価差額金 121

その他の包括利益累計額合計 121

純資産合計 1,953,933

負債純資産合計 2,158,996
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（２）四半期連結損益計算書及び四半期連結包括利益計算書

四半期連結損益計算書

第２四半期連結累計期間

(単位：千円)
当第２四半期連結累計期間

(自 2020年４月１日
　至 2020年９月30日)

売上高 521,253

売上原価 441,279

売上総利益 79,973

販売費及び一般管理費 213,448

営業損失(△) △133,474

営業外収益

受取利息 0

受取配当金 4,038

貸倒引当金戻入額 697

有価証券評価益 20,335

受取賃貸料 2,997

その他 1,243

営業外収益合計 29,311

営業外費用

その他 1,102

営業外費用合計 1,102

経常損失(△) △105,265

特別損失

子会社株式評価損 2,707

特別損失合計 2,707

税金等調整前四半期純損失(△) △107,973

法人税、住民税及び事業税 2,874

法人税等合計 2,874

四半期純損失(△) △110,847

非支配株主に帰属する四半期純利益 -

親会社株主に帰属する四半期純損失(△) △110,847
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四半期連結包括利益計算書

第２四半期連結累計期間

(単位：千円)
当第２四半期連結累計期間

(自 2020年４月１日
　至 2020年９月30日)

四半期純損失(△) △110,847

その他の包括利益

その他有価証券評価差額金 120

その他の包括利益合計 120

四半期包括利益 △110,726

（内訳）

親会社株主に係る四半期包括利益 △110,726

非支配株主に係る四半期包括利益 -
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（３）四半期連結キャッシュ・フロー計算書

(単位：千円)
当第２四半期連結累計期間

(自 2020年４月１日
　至 2020年９月30日)

営業活動によるキャッシュ・フロー

税金等調整前四半期純損失(△) △107,973

減価償却費 1,276

のれん償却額 4,896

子会社株式評価損 2,707

有価証券評価損益（△は益） △20,335

受取利息及び受取配当金 △4,038

退職給付引当金の増減額（△は減少） 1,016

役員退職慰労引当金の増減額（△は減少） 1,460

貸倒引当金の増減額（△は減少） △1,346

売上債権の増減額（△は増加） 47,240

仕入債務の増減額（△は減少） △117,837

たな卸資産の増減額（△は増加） 175,184

前渡金の増減額（△は増加） △35,670

前払費用の増減額（△は増加） 377

未収入金の増減額（△は増加） △2,164

預け金の増減額（△は増加） △904

未払金の増減額（△は減少） △11,211

未払費用の増減額（△は減少） △1,853

預り金の増減額（△は減少） 13

前受金の増減額（△は減少） 4,153

未収又は未払消費税等の増減額（△は減少） 6,988

未払法人税等（外形標準課税）の増減額（△は
減少）

△3,124

その他 10,336

小計 △50,808

利息及び配当金の受取額 3,420

法人税等の支払額 △7,354

営業活動によるキャッシュ・フロー △54,742

投資活動によるキャッシュ・フロー

連結の範囲の変更を伴う子会社株式の取得によ
る支出

△70,382

出資金の回収による収入 250

預け金の回収による収入 30,000

敷金及び保証金の回収による収入 1,397

その他 △722

投資活動によるキャッシュ・フロー △39,457

　



株式会社エス・サイエンス(5721) 2021年３月期 第２四半期決算短信〔日本基準〕（連結）

9

(単位：千円)
当第２四半期連結累計期間

(自 2020年４月１日
　至 2020年９月30日)

財務活動によるキャッシュ・フロー

配当金の支払額 △89

その他 △2

財務活動によるキャッシュ・フロー △92

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） △94,292

現金及び現金同等物の期首残高 907,990

現金及び現金同等物の四半期末残高 813,698
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（４）四半期連結財務諸表に関する注記事項

（継続企業の前提に関する注記）

　 該当事項はありません。

（株主資本の金額に著しい変動があった場合の注記）

　 該当事項はありません。

（追加情報）

　 当第１四半期連結累計期間において、株式会社なごみ設計の全株式を取得したため、連結の範囲に含めており

　 ます。

３．その他

　継続企業の前提に関する重要事象等

　 当社は前期2020年３月期に投資有価証券の売却により、最終当期純利益を確保したものの、営業損失やマイナス

　 の営業キャッシュ・フローを計上しました。2021年３月期においては、2020年４月１日に「株式会社なごみ設計」

を子会社化し、売上増や営業利益の黒字化を目指して取り組んでおりましたが、コロナウイルスショックの影響が

　 長引き、想定以上にニッケル事業をはじめとする売上の落ち込みが続いており、2021年３月期第２四半期において

　 も、当社グループとして営業損失、四半期純損失を計上しております。

　 このため「継続的な営業損失又は営業キャッシュ・フローのマイナス」が見込まれ、2021年３月期第２四半期に

　 おいては、継続企業の前提に関する重要事象等が存在しております。当社グループはこの状況を改善するために、

　 新たな資金調達も念頭に置きながら、新規事業の実現化に向けて着手しております。また、子会社化した株式会社

　 なごみ設計におきましても、戦略的な事業拡大を推進しております。

　 なお資金計画においては、重要な不確実性は認められないため、継続企業の前提に関する注記の必要はないもの

　 と判断しております。

　


